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新型コロナウイルス感染症対策に係る地方公共団体における議会の委員会の 

開催方法について 

 

今般、新型コロナウイルス感染症への対策として、新型インフルエンザ等対策特

別措置法（平成 24年法律第 31号）第 32条第１項に基づく新型インフルエンザ等緊

急事態宣言が発令され、各種のまん延防止策がとられているところです。 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。）においては、議会の委

員会に関し、法に定めるもののほか、委員の選任その他委員会に関し必要な事項は、

条例で定めることとされており（法第 109条第９項）、普通地方公共団体の議会にお

いては、条例の規定に基づき、委員会の適切な運用に取り組まれているものと承知

しています。 

この度、新型コロナウイルス感染症対策に係る地方公共団体における議会の委員

会の開催方法について問い合わせがありましたので、参考のためお知らせします。 

各都道府県総務部長におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除

く。）の長及び議会の議長に対しても、本通知の周知をよろしくお願いします。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各

市区町村に対して、本通知についての情報提供を行っていること、及び本通知は法

第 245条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

問 新型コロナウイルス感染症対策のため、委員会をいわゆるオンライン会議によ

り開催することは差し支えないか。 

 

答 議会の議員が委員会に出席することは不要不急の外出には当らないものと考え

られるが、各団体の条例や会議規則等について必要に応じて改正等の措置を講

じ、新型コロナウイルス感染症のまん延防止措置の観点等から委員会の開催場所

への参集が困難と判断される実情がある場合に、映像と音声の送受信により相手

殿 



の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法を活用することで委員

会を開催することは差し支えないと考えられる。 

その際には、現に会議室にいる状態と同様の環境をできる限り確保するため、

議事の公開の要請への配慮、議員の本人確認や自由な意思表明の確保等に十分留

意するとともに、情報セキュリティ対策を適切に講じる必要がある。 

なお、法第 113条及び法第 116条第１項における本会議への「出席」について

は、現に議場にいることと解されているので、念のため申し添える。 

 


